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総務省統計局では、５月５日の「こどもの日」にちなんで、2019年４月１日現在

におけるこどもの数（15歳未満人口）を推計しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

「 

統計トピックス Nｏ．１２０ 

我 が 国 の こ ど も の 数  

－「こどもの日」にちなんで－ 

                                （ 「人口推計」から ） 

≪全 国≫ 

Ⅰ-１  こどもの数は1533万人、38年連続の減少 

Ⅰ-２  こどもの割合は12.1％、45年連続の低下 

≪都道府県≫ 

Ⅱ-１  こどもの数は東京都で増加、45道府県で減少 

Ⅱ-２ こどもの割合は沖縄県が最も高く、秋田県が最も低い 

ポ イ ン ト 

「人口推計」では、国勢調査による人口を基礎に、その後の人口の動向を他の人口関

連資料から得て、毎月１日現在の人口及びより詳細な毎年 10 月１日現在の人口を算出

しています。 

この資料の人口は、2019 年４月１日現在について推計した人口（概算値）です。都

道府県別人口については、2018年 10月１日現在の人口（確定値）です。 
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表１ 男女別こどもの数 

注）表中の数値は、単位未満を四捨五入しているため、 

合計の数値と内訳の計が一致しない場合があります 

（以下同じ。）。 

図１ 年齢３歳階級別こどもの数 

（2019年４月１日現在） 

こどもの 未就学の乳幼児(０～５歳) 小学生(６～11歳) 中学生

数 ０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 (12～14歳)

男女計 1533 581 286 295 630 309 321 322

男 785 298 147 151 323 158 164 165

女 748 283 139 144 307 151 156 157

12.1 4.6 2.3 2.3 5.0 2.5 2.5 2.6

人 口
(万人)

総人口に占める
割合(％)

Ⅰ-１ こどもの数は1533万人、38年連続の減少  

2019年４月１日現在におけるこどもの数（15歳未満人口。以下同じ。）は、前年に比

べ18万人少ない1533万人で、1982年から38年連続の減少となり、過去最少となりました。 

男女別では、男子が785万人、 

女子が748万人となっており、男 

子が女子より37万人多く、女子 

100人に対する男子の数（人口性 

比）は105.0となっています。 

（表１） 

こどもの数を年齢３歳階級別

にみると、12～14歳が322万人

（総人口に占める割合2.6％）、

９～11歳が321万人（同2.5％）、

６～８歳が309万人（同2.5％）、

３～５歳が295万人（同2.3％）、  

０～２歳が286万人（同2.3％）   

となっています。 （表２、図１） 

これを中学生の年代（12～14歳）、

小学生の年代（６～11歳）、未就学

の乳幼児（０～５歳）の三つの

区分でみると、それぞれ322万人

（同割合2.6％）、630万人（同

5.0％）、581万人（同4.6％）と

なっています。   （表２）       

            

 

 

 

 

2019年 2018年

４月１日現在 ４月１日現在

男女計 1533 1552 -18

男 785 795 -9

女 748 757 -9
人口性比 105.0 105.0 0.0

男女計 12623 12650 -27

男 6143 6155 -13

女 6480 6495 -15
人口性比 94.8 94.8 0.0

12.1 12.3 -0.2

 対前年
 増減数

こどもの
数

(万人)

総人口

(万人)

総人口に占める
こどもの割合(％)

表２ 男女、年齢３歳階級別こどもの数 (2019年４月１日現在) 

≪全 国≫ 
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Ⅰ-２ こどもの割合は 12.1％、45 年連続の低下  

こどもの割合（総人口に占めるこどもの割合。以下同じ。）は、1950年には総人口の３

分の１を超えていましたが、第１次ベビーブーム期（1947年～1949年）の後、出生児数

の減少を反映して低下を続け、1965年には総人口の約４分の１となりました。 

その後、1970年代前半に

は第２次ベビーブーム期

（1971年～1974年）の出生

児数の増加によって僅かに

上昇したものの、1975年か

ら再び低下を続け、1997年

には65歳以上人口の割合

（ 15.7 ％ ） を 下 回 っ て

15.3％となり、2019年は

12.1％（前年比0.2ポイント

低下）で過去最低となりま

した。 

なお、こどもの割合は、

1975年から45年連続して低

下しています。 

 （図２、図３、参考表１） 
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図３ こどもの数及び割合の推移 

図２ 年齢３区分別人口の割合の推移 

資料： 「国勢調査」及び「人口推計」 

     注） 2018年及び2019年は４月１日現在、その他は10月１日現在 

資料： 「国勢調査」及び「人口推計」 

     注） 2018年及び2019年は４月１日現在、その他は10月１日現在 
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割合   ：都道府県別人口に占めるこどもの割合。図４も同じ。  

対前年差 ：2018年のこどもの数（割合）  － 2017年のこどもの数（割合） 

 

注） 

        

－  全     国 15,415 12.2 -178 -0.1
45   北 海 道 577 10.9 -11 -0.2 2   滋 賀 県 197 14.0 -3 -0.1
46   青 森 県 137 10.8 -4 -0.2 35   京 都 府 304 11.7 -4 -0.2
41   岩 手 県 140 11.3 -4 -0.2 28   大 阪 府 1,056 12.0 -13 -0.1
32   宮 城 県 276 11.9 -4 -0.2 15   兵 庫 県 683 12.5 -9 -0.1
47   秋 田 県 98 10.0 -3 -0.1 28   奈 良 県 160 12.0 -3 -0.1
37   山 形 県 127 11.6 -3 -0.2 35   和歌山県 109 11.7 -3 -0.1
37   福 島 県 216 11.6 -4 -0.1 13   鳥 取 県 71 12.6 -1 -0.1
25   茨 城 県 349 12.1 -6 -0.2 20   島 根 県 84 12.3 -1 -0.1
20   栃 木 県 240 12.3 -5 -0.2 13   岡 山 県 240 12.6 -3 -0.2
25   群 馬 県 237 12.1 -4 -0.2 9   広 島 県 364 12.9 -4 -0.1
24   埼 玉 県 891 12.2 -8 -0.1 34   山 口 県 161 11.8 -3 -0.1
28   千 葉 県 748 12.0 -7 -0.1 41   徳 島 県 83 11.3 -2 -0.1
43   東 京 都 1,550 11.2 8 0.0 20   香 川 県 119 12.3 -1 -0.1
25   神奈川県 1,111 12.1 -11 -0.2 28   愛 媛 県 162 12.0 -2 -0.1
37   新 潟 県 260 11.6 -5 -0.1 43   高 知 県 79 11.2 -1 -0.1
37   富 山 県 122 11.6 -2 -0.2 8   福 岡 県 674 13.2 -1 0.0
15   石 川 県 143 12.5 -2 -0.1 3   佐 賀 県 112 13.6 -1 -0.1
10   福 井 県 99 12.8 -2 -0.1 11   長 崎 県 171 12.7 -2 -0.1
32   山 梨 県 97 11.9 -2 -0.1 4   熊 本 県 235 13.4 -2 0.0
18   長 野 県 255 12.4 -5 -0.1 20   大 分 県 141 12.3 -2 -0.1
11   岐 阜 県 253 12.7 -5 -0.2 4   宮 崎 県 145 13.4 -1 0.0
15   静 岡 県 456 12.5 -8 -0.1 6   鹿児島県 215 13.3 -2 -0.1
6   愛 知 県 1,002 13.3 -8 -0.1 1   沖 縄 県 247 17.0 0 -0.1
18   三 重 県 222 12.4 -4 -0.2

都道府県
こどもの数
（千人）

対前年差

割合
（ポイント）

数
（千人）

割合
（ポイント）

対前年差
割合
順位

割合
順位

こどもの
割合
(％)

都道府県数
（千人）

こどもの数
（千人)

こどもの
割合
(％)

Ⅱ-１ こどもの数は東京都で増加、45 道府県で減少  

都道府県別の2018年10月１日現在におけるこどもの数をみると、前年に比べ東京都は

増加、沖縄県は同数、他の45道府県はいずれも減少となっています。また、こどもの数

が100万人を超えるのは東京都、神奈川県、愛知県、大阪府の４都府県となっています。 

                                        （表３） 

Ⅱ-２  こどもの割合は沖縄県が最も高く、秋田県が最も低い  

こどもの割合をみると、沖縄県が17.0％と最も高く、次いで滋賀県が14.0％、佐賀県

が13.6％などとなっています。一方、秋田県が10.0％と最も低く、次いで青森県が10.8％、

北海道が10.9％などとなっています。               （表３、図４） 
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表３ 都道府県別こどもの数及び割合（2018年10月１日現在） 

図４ 都道府県別こどもの割合（2018年10月１日現在） 

≪都道府県≫ 
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＜参考＞ 

参考表１ 年齢３区分別人口及び割合の推移 

 

 

  

参考表２ 各国１）におけるこどもの割合

イ ラ ン 2017. 7. 1 24.3

ア ル ゼ ン チ ン 2017. 7. 1 24.8

韓 国 2) 2018. 7. 1 12.9 コ ロ ン ビ ア 2) 2018. 6.30 25.9

イ タ リ ア 2) 2018. 1. 1 13.4 イ ン ド ネ シ ア 2017. 7. 1 26.8

ド イ ツ 2017. 1. 1 13.4 メ キ シ コ 2017. 7. 1 27.0

ス ペ イ ン 2) 2018. 7. 1 14.9 ミ ャ ン マ ー 2017.10. 1 28.0

ウ ク ラ イ ナ 2) 2018. 1. 1 15.5 南 ア フ リ カ 2) 2018. 7. 1 29.5

中 国 2) 2 2018.12.31 16.9 ア ル ジ ェ リ ア 2017. 7. 1 29.7

ロ シ ア 2) 2 2016. 1. 1 17.0 イ ン ド 2011. 2. 9 30.8

タ イ 2017. 7. 1 17.5 バングラデシュ 2016. 7. 1 30.8

イ ギ リ ス 2) 2017. 7. 1 17.9 フ ィ リ ピ ン 2017. 7. 1 31.2

フ ラ ン ス 2) 2019. 1. 1 17.9 エ ジ プ ト 2017. 7. 1 34.2

アメリカ合衆国 2) 2 2017. 7. 1 18.7 エ チ オ ピ ア 2017. 7. 1 39.6

ブ ラ ジ ル 2017. 7. 1 22.2 ケ ニ ア 2017. 7. 1 41.2

ト ル コ 2) 2018.12.31 23.4 パ キ ス タ ン 2) 2007. 7. 1 41.6

ベ ト ナ ム 2016. 7. 1 23.8 ナ イ ジ ェ リ ア 2016. 7. 1 41.8

タ ン ザ ニ ア 2013. 7. 1 44.4

推 計 時 点
（調査時点）

こどもの
割合(％)

日 本 2019. 4. 1 12.1

国      名
推 計 時 点
（調査時点）

こどもの
割合(％)

国      名

 
 

人口(万人) 割合(％) 人口(万人) 割合(％) 人口(万人) 割合(％)

　　1950年 8320 2943 35.4 4966 59.7 411 4.9

　　1955年 8928 2980 33.4 5473 61.3 475 5.3

　　1960年 9342 2807 30.0 6000 64.2 535 5.7

　　1965年 9827 2517 25.6 6693 68.1 618 6.3

　　1970年 10372 2482 23.9 7157 69.0 733 7.1

　　1975年 11194 2723 24.3 7584 67.7 887 7.9

　　1980年 11706 2752 23.5 7888 67.4 1065 9.1

　　1985年 12105 2604 21.5 8254 68.2 1247 10.3

　　1990年 12361 2254 18.2 8614 69.7 1493 12.1

　　1995年 12557 2003 16.0 8726 69.5 1828 14.6

　　2000年 12693 1851 14.6 8638 68.1 2204 17.4

　　2005年 12777 1759 13.8 8442 66.1 2576 20.2

　　2010年 12806 1684 13.1 8173 63.8 2948 23.0
　　2015年 12709 1595 12.5 7728 60.8 3387 26.6
　　2018年 12650 1552 12.3 7561 59.8 3538 28.0
　　2019年 12623 1533 12.1 7515 59.5 3574 28.3

年　　次
総人口

（万人）

15歳未満
（こどもの数・割合）

15～64歳 65歳以上

資料： 「国勢調査」及び「人口推計」 

     注） 2018年及び2019年は４月１日現在、その他は10月１日現在 

資料： 国連人口統計年鑑（2017年版） 

注1） 人口4000万人以上の国 

2)  各国統計機関のホームページの最新の数値を掲載 



 

 

 

 

 

 

国勢調査は 100 年になります 
【解説】 
令和２年（2020年）に実施する

国勢調査は、大正９年（1920年）

の調査開始から100年を迎え、節

目の調査となるため国勢調査 100

年記念ロゴマークを作成しまし

た。 

このデザインは樹齢100年のケ

ヤキの木をモチーフに、国勢調査

の実りが表現されています。ケヤ

キは樹齢 1500 年にも達する樹木

であり、これからも連綿と続く日

本の未来を表しています。 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

◆  「人口推計」の詳しい結果を御覧になる場合は、次の URL を参照ください。 

         https://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.html 

 

 

◆  このトピックスは、次の URL から御覧になれます。 

         https://www.stat.go.jp/data/jinsui/topics/topi1200.html 

◆  このトピックスに掲載されている解説文、図等の情報を引用・転載する場合には、 

出典の表記をお願いします。 

  （例）  「人口推計」（総務省統計局） 
 

 

利 用 と 問 合 せ に つ い て 

  人口推計 検索  

 【問合せ先】 
総務省統計局 統計調査部 国勢統計課 人口推計係 

〒162-8668   東京都新宿区若松町19番１号 

ＴＥＬ ：  03（5273）1009 

ＦＡＸ  ：  03（5273）1552 

Ｅメール：  c-suikei@soumu.go.jp 


